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最最最近近近ののの統統統計計計調調調査査査結結結果果果かかかららら 
2006 年 3月 

【平成１８年３月４日（土)～平成１８年４月３日(月)】 

統計調査報告
◇第３回２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）   ３月８日（水）厚生労働省発表

・ 第１回調査時に独身で、この２年で結婚し、結婚前に仕事ありの女性について、同一就業継続して

いるのは５４．０％、転職は１２．４％。

◇民間主要企業年末一時金妥結状況～平成１７年～ ３月１０日（金）厚生労働省発表 

・妥結額は、対前年比５．３９％増の８４０，５１６円。３年連続で増加。

◇平成１７年度３月高校・中学新卒者の就職内定状況等～１月末現在～３月１０日（金）厚生労働省発表

・高校新卒者の求人倍率は１．５０倍で前年同期を０．２０ポイント上回った。就職内定者数は１６万

１，０００人で同４．９％の増加。就職内定率は８５．３％で同３．７ポイント上回った。

◇平成１７年度大学等卒業予定者就職内定状況等調査～２月１日現在～

３月１０日（金）厚生労働省・文部科学省発表 

・大学卒業予定者の内定率は８５．８％、で前年同期を３．２ポイント上回った。

・短期大学卒業予定者の内定率（女子学生のみ）は６９．０％で、前年同期を３．０ポイント上回った。

・高等専門学校卒業予定者の内定率（男子学生のみ）は９３．７％で、前年同期を４．８ポイント下回

った。

・専修学校（専門課程）卒業予定者の内定率は７６．２％で、前年同期を０．９ポイント上回った。

 

 

 

 

 

 

◇国民経済計算～１０－１２月期・２次速報～ ３月１３日（月）内閣府発表

・実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率は実質

（季調済）前期比１．３％（年率５．４％）

と、プラス成長。 

・実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要

（内需）が０．７％、財貨・サービスの純輸出

（外需）が０．６％。

◇賃金構造基本統計調査～平成１７年～  ３月２３日（木）厚生労働省発表 

・所定内給与額（一般労働者）は、男女計で３０２，０００円（前年比０．１％増）と４年ぶりの増加。

男女別には、男性は３３７，８００円（同１．２％増）、女性は２２２，５００円（同１．４％減）。

・短時間労働者の１時間当たり賃金は、男性は１，０６９円、女性は９４２円。

◇法人企業景気予測調査～１-３月期～  ３月２７日（月）内閣府・財務省発表 

・従業員判断ＢＳＩ（「不足気味」－「過剰気味」）は、大企業、中堅企業、中小企業いずれも引き続き

最近の統計調査結果から

労働政策研究・研修機構（JILPT)



完全失業率と有効求人倍率の推移
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「不足気味」超となっている。 

◇鉱工業生産指数～２月速報～  ３月３０日（木）経済産業省発表 

・鉱工業生産指数（季調値）は前月比１．７％減少と７か月ぶりの低下。３月、４月とも上昇を予測。

◇消費者物価指数～２月～ ３月３１日（金）総務省発表 

・消費者物価指数は９７．８、前年同月比０．４％の上昇、生鮮食品を除く指数は９７．６となり、前

年同月比０．５％の上昇。

・３月の東京都区部は９６．９となり、前年同月と同水準。生鮮食品を除く指数では、９６．９と、同

比０．２％の上昇。

・東京都区部の平成１７年度平均は９６．９となり、前年度比０．４％の下落、生鮮食品を除く指数で

は９７．０となり、同比０．２％の下落。

◇家計調査～２月～ ３月３１日（金）総務省発表 

・勤労者世帯の消費支出は、前年同月比で実質０．６％減となり、２か月連続の減少。

◇労働力調査～２月～ ３月３１日（金）総務省発表 

◇一般職業紹介状況～２月～  ３月３１日（金）厚生労働省発表 

・ 完全失業率（季調値）は前月より０．４ポイント低

下の４．１％。男性は同０．３ポイント低下の４．

５％、女性は同０．４ポイント低下の３．６％。

・ 完全失業者数は２７７万人と、前年同月比３１万人

の減少。

・ 雇用者数（季調値）は、前月比３８万人増の

５，４８６万人。

・ 有効求人倍率（季調値）は前月比０．０１ポイント

上昇の１．０４倍。

◇毎月勤労統計調査～２月速報・平成 17 年年末賞与～

３月３１日（金）厚生労働省発表 

・ 現金給与総額（規模５人以上）は前年同月比０．４％の増加。きまって支給する給与は同０．２％の

増加。

・ 製造業の所定外労働時間（規模５人以上、季調値）は前月比０．２％減少。

・ 年末賞与は前年比１．０％増の４３３,２１４円となった。

◇企業短期経済観測調査（短観）～３月～ ４月３日（月）日本銀行発表 

・ 全国大企業の業況判断Ｄ.Ｉ.（「良い」―「悪い」）

は製造業で２０（前期２１、先行き２２）と前回か

ら１ポイント悪化。非製造業は１８（前期１７、先

行き１９）。

・ 雇用人員判断Ｄ.Ｉ.（「過剰」―「不足」）は、大企

業全産業で－６（前期－２、先行き－６）。

研究会報告等
◇月例経済報告～３月～  ３月１５日（水）内閣府発表 

景気は、回復している。

・ 企業収益は改善し、設備投資は増加している。（前月とかわらず）

・ 個人消費は、緩やかに増加している。（前月とかわらず）

・ 雇用情勢は、厳しさが残るものの、改善に広がりがみられる。（前月とかわらず）

・ 輸出、生産は緩やかに増加している。（前月とかわらず）

◇月例労働経済報告～３月～                    ３月１６日（木）厚生労働省発表

労働経済面をみると、完全失業率が高水準ながらも、低下傾向で推移し、賃金も緩やかに増加するなど、

雇用情勢は、厳しさが残るものの、改善に広がりがみられる。（前月とかわらず）

◇平成１７年版働く女性の実情（概要）  ３月２９日（水）厚生労働省発表

◇「２００４～２００５年 海外情勢報告について」  ３月３０日（木）厚生労働省発表

「最近の統計調査結果から」は、当機構ホームページにも掲載されております。 

なお、労働経済に関する指標をコンパクトにまとめた「主要労働統計指標」も作成しております。 

https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html 
[次号予定５月１日（月）] 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 情報解析部 
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